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株主各位

証券コード　7464
（発送日）2026年６月10日

株 主 各 位 （電子提供措置の開始日）2026年６月４日
東京都文京区本郷五丁目25番14号

セフテック株式会社
代表取締役社長 岡 﨑 太 一

当社ウェブサイト　　https://www.saftec.co.jp/news.html

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第69回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第69回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご通知申しあげます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提

供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ

ブサイトに第69回定時株主総会招集ご通知として掲載しておりますので、以下の

ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東

証）のウェブサイトにも掲載しております。以下の東証ウェブサイトにアクセス

いただき、「銘柄名（会社名）」に「セフテック」又は「コード」に当社証券コ

ード「7464」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択し

て、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認くだ

さいますようお願い申しあげます。

なお、書面によって議決権を行使される場合は、お手数ながら株主総会参考書
類をご検討のうえ、本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案
に対する賛否をご表示いただき、2026年６月25日（木曜日）午後６時までに当社
へ到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
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株主各位

１．日 時 2026年６月26日（金曜日)午前10時 (受付開始:午前９時30分)

２．場 所 東京都文京区湯島一丁目７番５号
東京ガーデンパレス３階 「平安」
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第69期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報
告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

２. 第69期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項

議　　案 剰余金処分の件

     

記

以　上

◆ 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお

願い申しあげます。

◆ 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の

表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

◆ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び東

証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載させていただきます。

◆ 本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を

記載した書面をお送りいたしております。
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改

善等により引き続き緩やかな回復基調で推移いたしました。一方、中東情

勢の緊迫化の影響による原油価格の急騰、燃料及び石油化学製品の供給懸

念等による物価高騰、さらには米国の通商政策や日中関係の不安定化など

下押しリスクが懸念されており、依然として景気の先行きは不透明な状況

が続いております。

当社グループが関連する工事用保安用品業界におきましては、国土強靭

化計画、防災・減災工事の継続があり、市場は順調に推移しております。

一方、民間工事は回復基調でありますが、資材の高騰等により減速の懸

念が残っております。また、仕入価格の更なる上昇、輸送コストの増加、

受注競争の激化により依然として厳しい経営環境が続いております。

この様な状況下、現場の安全管理、防犯対策に高い効果を発揮する「AI

カメラート」や「トラカメ」を利用したデータ取得等の積極的な営業を行

い、また提案型営業の強化、高付加価値商品の回転率の向上と迅速な商品

供給を継続してまいりました。

この結果、当連結会計年度の売上高は10,111百万円（前連結会計年度比

1.9％減）となりました。利益面につきましては、営業利益が245百万円

（前連結会計年度比30.9％減）、経常利益は264百万円（前連結会計年度

比26.4％減）、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、143百

万円（前連結会計年度比37.6％減）となりました。
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況

品 目 金 額 構 成 比 前連結会計年度比

商

品

売

上

高

千円 ％ ％

標 識 ・ 標 示 板 1,377,658 13.6 98.4

安 全 機 材 578,768 5.7 94.1

保 安 警 告 サ イ ン 643,259 6.4 99.0

安 全 防 災 用 品 832,457 8.3 104.3

そ の 他 1,073,255 10.6 95.0

小 計 4,505,400 44.6 98.1

レ ン タ ル 売 上 高 5,605,648 55.4 98.0

合 計 10,111,048 100.0 98.1

当連結会計年度の品目別売上高は、下記のとおりであります。

②　設備投資及び資金調達の状況

当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は664百万円であ

り、その主なものはレンタル資産の購入・リース資産の取得、高付加価値

商品のシステム構築及び札幌支店の舗装工事等であります。

この投資に係る資金につきましては、自己資金及びリース契約にて充当

しております。

区　　分
第66期

（2022年度）
第67期

（2023年度）
第68期

（2024年度）

(当連結会計年度)
第69期

（2025年度）

売 上 高(千円) 9,967,313 10,123,187 10,312,082 10,111,048

経 常 利 益(千円) 874,370 547,096 358,930 264,303

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 575,594 346,675 229,982 143,504

１株当たり当期純利益(円) 300.61 191.78 129.39 80.97

純 資 産(千円) 7,052,702 7,129,330 7,225,074 7,285,793

総 資 産(千円) 12,283,940 12,416,851 12,422,219 11,659,508

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

 (注)１.１株当たり当期純利益は、発行済株式総数から自己株式数を控除して算出しておりま

す。

２.当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を実施してお

り、第66期(2022年度)の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、「１株当たり当期純

利益」を算定しております。

－ 4 －



2026/05/28 18:07:43 / 25299605_セフテック株式会社_招集通知_電子提供措置用

重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

会　社　名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 東 阪 神 10,000千円 100.00％ 土木建設用各種保安用品の製造・販売

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

記載すべき事項はありません。

②　重要な子会社の状況

(4) 対処すべき課題

今後のわが国経済は、緩やかな回復基調が続くと予想されますが、今後の

中東情勢により更なる商品価格の上昇が強く懸念され、また不透明感があり

先行きが読めない状況にあります。

当社グループが関連する工事用保安用品業界におきましては、公共事業関

連予算が前年並みにあり、国土強靭化、防災・減災に関する工事等が堅調に

推移すると予想されます。一方で中東情勢による仕入価格の上昇、商品供給

の停滞、加えて労務費や物流コストの上昇が止まらず、受注競争の激しさも

増して厳しい状況となっております。

この様な状況の中、当社グループは市場ニーズに応える商品を開発供給

し、レンタル商品の回転率向上に注力してまいります。また、提案型営業の

強化、販売価格の改定を行い、全国流通網を生かし商品の迅速かつ効率的な

提供を継続してまいります。加えて、商品価格の上昇を見据えた価格調整、

商品確保を強化してまいります。

株主の皆様には、今後ともなお一層のご指導とご支援を賜りますようお願

い申しあげます。
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主要な事業内容、主要な営業所

(5) 主要な事業内容（2026年３月31日現在）

当社グループは、主として道路工事及び建設工事等におけるフェンス、バ

リケード等の工事用保安用品を仕入販売するとともに、当該商品のレンタル

業務を行っております。

地　　域 名　　　称 事業所数

北海道・東北
札幌支店・帯広営業所・旭川営業所・仙台支店

盛岡営業所・青森営業所・郡山営業所 7

関 東

関東営業部(東京営業所・西関東営業所・千葉営業所

埼玉営業所・北関東営業所・栃木営業所・東関東営業

所)

横浜支店

8

中部・西日本
名古屋支店・静岡営業所・松本営業所・大阪支店

岡山営業所・広島営業所 6

九州・沖縄
福岡支店・北九州営業所・久留米営業所・佐賀営業所

長崎営業所・熊本営業所・鹿児島営業所・沖縄営業所
8

計 29

(6) 主要な営業所（2026年３月31日現在）

①　当社の主要な事業所

本社　東京都文京区本郷五丁目25番14号

支店及び営業所

②　主要な子会社の事業所

株式会社東阪神（東京都文京区）

小牧センター・熊谷センター・九州センター・相模原センター
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

372（30）名 8名減

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

356（25）名 9名減 43.3歳 13.9年

(7) 使用人の状況（2026年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業員数であり、臨時社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載して

　　　　  おります。

　　　２. 当社グループは保安用品事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載はし

　　　　  ておりません。

②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、臨時社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しており

ます。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,354百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 592百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 417百万円

(8) 主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

記載すべき事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況

①　発行可能株式総数 6,720,000株

②　発行済株式の総数 2,000,000株(自己株式243,868株を含む)

③　株主数 1,508名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 裕 﨑 興 産 553,840株 31.54％

岡 﨑 　 勇 193,760 11.03

光 通 信 K K 投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 75,600 4.30

小 川 由 晃 52,800 3.01

吉 田 政 功 48,300 2.75

前 山 　 満 47,000 2.68

安 本 雅 洋 45,200 2.57

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 38,400 2.19

柿 沼 佑 一 30,000 1.71

セ フ テ ッ ク 従 業 員 持 株 会 28,540 1.63

２．会社の現況

(1) 株式の状況（2026年３月31日現在）

④　大株主（上位10名）

（注）１. 当社は自己株式を243,868株所有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま
す。

２. 持株比率は自己株式を控除して計算し、表示単位未満を四捨五入しております。

(2)　新株予約権等の状況

記載すべき事項はありません。
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会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長
執 行 役 員 社 長

岡 﨑 太 一

取 締 役 会 長 岡 﨑 　 勇 ㈱東阪神　代表取締役社長

常 務 取 締 役
常 務 執 行 役 員

佐 藤 雄 考 財務本部長兼子会社担当

取 締 役 坂 野 宣 弘
公認会計士、税理士
坂野公認会計士事務所 代表

常 勤 監 査 役 山 下 俊 弘

監 査 役 藤 井 　 基
弁護士
ＴＭＩ総合法律事務所 パートナー

監 査 役 筒 井 英 之
公認会計士、税理士
筒井公認会計士事務所 代表

３．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（2026年３月31日現在）

（注）１. 取締役坂野宣弘氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２. 監査役藤井　基及び筒井英之の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であ
ります。

３. 当社は、社外取締役である坂野宣弘氏並びに社外監査役である藤井　基及び筒井英之
の両氏を、東京証券取引所の定める独立役員として指定し、同取引所に届け出ており
ます。

４. 監査役筒井英之氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関
する相当程度の知見を有しております。

５. 2025年６月27日開催の第68回定時株主総会終結の時をもって、取締役市川　忠氏は任
期満了により退任いたしました。

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び社外監査役との間に、会社法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任

の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としておりま

す。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、当社及び子会社の取締役、監査役及びその相続人並びに退任役員

を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保

険契約を締結しております。
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会社役員の状況

当該保険契約では、被保険者である役員がその職務の執行に関し責任を負

った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた一定の免責事由に

該当するものを除く。）等を填補することとしております。なお、その保険

料は全額当社が負担しております。

(4) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等

①　役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定め、取締役会

において決議しております。

また、取締役会は当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報

酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された

決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであ

ると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は、次のとおりで

あります。

イ．基本方針

当社の取締役の報酬は固定報酬として基本報酬、業績連動報酬として賞与

からなり、株主総会で決議された範囲内で、取締役会決議によって決定い

たします。

ロ．個人別の報酬等の額または算定方法

基本報酬については月額の固定報酬とし、1994年10月25日開催の臨時株主

総会において年額300百万円以内(ただし、使用人兼務役員の使用人分給与

は含まない。)と決議され、当該限度額内で経済情勢、会社の業績、役

位、貢献度等を考慮の上、決定いたします。

ハ．業績連動報酬等について業績指標の内容、額または算定方法

業績連動報酬としての賞与については、各事業年度の売上や利益及び株主

視点の観点から自己資本利益率や配当性向等社内目標の達成度、役位及び

貢献度を総合的に勘案し、基本報酬と併せ上記ロ．の限度額内で決定いた

します。なお、社外取締役についてはその職務に鑑み基本報酬のみといた

します。
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会社役員の状況

役 員 区 分 報 酬 等 の 総 額
報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 対 象 と な る 役 員

の 員 数 （ 名 ）固 定 報 酬 業 績 連 動 報 酬

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

74百万円
(3百万円)

74百万円
(3百万円)

－
(－)

５
(１)

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

8百万円
(4百万円)

8百万円
(4百万円)

－
(－)

３
(２)

合 計
（う ち 社 外 役 員）

82百万円
(7百万円)

82百万円
(7百万円)

－
(－)

８
(３)

ニ．報酬等の割合に関する方針

基本報酬である固定報酬と業績連動報酬である賞与の支給割合は、年額の

固定報酬100％に対し、賞与は社内目標の達成度、役位及び貢献度に応じ

て0％～30％の間で支給いたします。

ホ．報酬等の付与時期や条件に関する方針

基本報酬である固定報酬については、取締役の在任期間中に毎月現金で固

定額を支払います。業績連動報酬である賞与については、各事業年度の社

内目標の達成度、役位及び貢献度を反映した現金報酬とし、毎年一定の時

期に支給いたします。

へ．報酬等の決定の委任に関する事項

当社においては、取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長岡﨑太一が

取締役の個人別の固定報酬及び業績連動報酬の金額の決定をしておりま

す。これらの権限を委任した理由としては、当社の取締役の多くが業務執

行取締役であるため、業務執行を統括する代表取締役社長による評価に基

づく決定方法が、取締役会での合議により決定されるものより適している

との考えからであります。

監査役の報酬等については、常勤・非常勤の別、それぞれの監査役の職務

等を考慮のうえ、監査役の協議により決定しております。

②　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

（注）１．当事業年度は業績連動報酬の支給はありません。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．上表には、2025年６月27日開催の第68回定時株主総会終結の時をもって退任した取締

　　役１名を含んでおります。
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会社役員の状況

地 位 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況 当 社 と の 関 係

社外取締役 坂 野 宣 弘 坂野公認会計士事務所 代表 特別の関係はありません。

社外監査役 藤 井 　 基 ＴＭＩ総合法律事務所 パートナー 特別の関係はありません。

社外監査役 筒 井 英 之 筒井公認会計士事務所 代表 特別の関係はありません。

地 位 氏 名
主 な 活 動 状 況 及 び 社 外 取 締 役 に 期 待

さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

社 外 取 締 役 坂 野 宣 弘

当事業年度に開催された取締役会８回の全てに出

席し、主に公認会計士・税理士としての専門的見地

から発言を行う等により、独立した客観的立場から

経営陣の監督助言など適切な役割を果たしておりま

す。

社 外 監 査 役 藤 井 　 基

当事業年度に開催された取締役会８回の全てに、

また監査役会10回の全てに出席し、主に弁護士とし

ての専門的見地から発言を行う等により、独立した

客観的立場から経営陣の監督助言など適切な役割を

果たしております。

社 外 監 査 役 筒 井 英 之

当事業年度に開催された取締役会８回の全てに、

また監査役会10回の全てに出席し、主に公認会計

士・税理士としての専門的見地から発言を行う等に

より、独立した客観的立場から経営陣の監督助言な

ど適切な役割を果たしております。

③　取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の報酬限度額は、1994年10月25日開催の臨時株主総会において年額

300百万円以内(ただし、使用人分給与は含まない。)と決議しております。

当該株主総会終結時点の取締役の員数は９名であります。

監査役の報酬限度額は、1994年10月25日開催の臨時株主総会において年額

30百万円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は

１名であります。

(5) 社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

ロ．当事業年度における主な活動状況等
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会計監査人の状況、業務の適正を確保するための体制

支　払　額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 20百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

20百万円

４．会計監査人の状況

(1) 名称

東邦監査法人

(2) 報酬等の額

(注)１.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

ております。

２.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査

人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され

る株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたし

ます。

５．業務の適正を確保するための体制

　「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定

める体制の整備」に関しては、以下のとおり取締役会において決議しておりま

す。

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 業務の有効性・効率性、財務報告の信頼性、コンプライアンスの確

保、資産の保全という統制目的を達成するため、企業理念に基づいた

－ 13 －
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会計監査人の状況、業務の適正を確保するための体制

倫理規程を定め、取締役自らによる率先垂範と役員・従業員への周知

徹底を図ることとする。

② 取締役会を通じ、取締役の職務執行の監視をより一層強化することと

する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 取締役の職務の執行、意思決定に係る情報を文書又は電磁的媒体によ

り保存し、これら文書を別に定める文書管理規程、文書保存期間一覧

表に定める期間中、厳正に保存・管理するものとする。

② 取締役及び監査役は、文書管理規程により、常時、これらの文書等を

閲覧できるものとする。

　(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 損失の危険の管理に関する事項については、社内にリスク管理委員会

を設置し、緊急時に委員会を開催する。

② 最低年１回委員会を開催し、安全に対する問題、コンプライアンスに

関する問題、その他当社が抱えるリスクの管理について、必要な見直

し・対応を検討する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役、執行役員並びに拠点長をメンバーとする拠点長会議又は執行

役員会を適宜開催し、予算、組織・人事、事業計画等全社的な意思決

定事項について、慎重に協議した上で、必要であれば議案を取締役会

に上程する。

② 取締役会は、原則毎月１回開催し、重要な項目についての意思決定を

行う。

③ その意思決定に基づき、執行役員は具体的な業務遂行の打合せを行

い、速やかに業務を展開する体制とする。

(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 役員・従業員は会社が社会の一員であることを自覚し、社会からの信

頼を維持し、さらに高めていくため、法令はもとより、社会人として

の正しい姿勢・行動規範を遵守すべきであるということから、倫理規

程を定め、それを役員・従業員に周知徹底させる。

② リスク管理委員会を最低年１回開催し、倫理規程の見直しその他、職

務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための方策につい
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会計監査人の状況、業務の適正を確保するための体制

て見直しや対応を検討する。

③ 倫理規程において「市民に脅威を与える反社会的勢力・団体からの不

当な要求に応じたり、また自らもこれらの勢力・団体を利用しな

い。」と定め、反社会的勢力・団体に対しては、弁護士、警察等とも

連携し組織的に対応する。

(6) 当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

子会社を含む企業集団として業務の適正を確保するため、子会社担当役

員を配置し、子会社が当社の経営方針に沿って適正に運営されていること

を確認する体制とする。

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項

当社は、当面監査役の職務を補助すべき使用人を置かず、総務部・内部

監査室は、監査役からの調査の委嘱を受け、監査役の職務を補助するもの

とする。なお、当該使用人の任命、人事異動、考課等については、監査役

と事前協議を行うものとする。

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告

に関する体制

① 監査役は、重要な意思決定会議である取締役会に出席し、取締役・執

行役員及び使用人から、意思決定の経緯や重要事項の報告を受けるも

のとする。

② 監査役が必要と判断したときは、いつでも取締役・執行役員及び使用

人に対して報告を求めることができることとする。

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 常勤監査役は、取締役及び使用人から重要事項について、常に報告を

受け、また調査を必要とする場合には総務部・経理部・内部監査室に

要請して、監査が効率的に行われる体制とする。

② 監査役会を年４回以上開催し、重要事項について協議する他、年２回

以上監査役会と会計監査人との面談を持ち、特に財務上の問題につき

協議し、監査がより実効的に行われることを確保する。
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業務の適正を確保する為の体制の運用状況概要、会社の支配に関する基本方針

６．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

取締役会において決議いたしました当社及び企業集団の業務の適正を確保

するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

(1) コンプライアンス体制について

倫理規程及びリスク管理規程等コンプライアンスに関する社内規程を制

定しており、役員及び従業員への周知徹底に努めております。

(2) 情報保存管理体制について

　取締役会の議事録、稟議書、会計書類等の文書について、文書管理規程

に基づき、適切な保存期間を設定の上、保存及び管理をしております。ま

た、これらの文書については、全ての取締役及び監査役が必要に応じて、

閲覧できるようにしております。

(3) リスク管理について

　「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律」（マイナンバー法）の施行に伴い、特定個人情報取扱規程を定める

とともに、入退室管理や監視カメラ等の安全管理措置を講じております。

(4) 子会社の経営管理について

　子会社の経営管理について、関係会社管理規程に基づき、子会社の業務

執行について担当役員を通じ、当社の決裁を受ける体制を整えておりま

す。また、定期的に内部監査室による監査を行っております。

(5) 取締役の職務執行について

　当社の取締役会は、４名の取締役（うち社外取締役１名）で構成され、

３名の監査役（うち社外監査役２名）も出席しております。当事業年度に

おいて取締役会は８回開催され、月次決算や業務執行状況等の報告、重要

事項の審議及び決議を行っております。

(6) 監査役の職務執行について

　監査役は、監査役会において定められた監査計画に基づき監査を実施す

るとともに、取締役会への出席や会計監査人から会計監査の報告を受け、

監査の実効性を高めております。

７．会社の支配に関する基本方針

記載すべき事項はありません。
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連結貸借対照表

（2026年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の 部） （負　債　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

原 材 料

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工 具 器 具 備 品

レ ン タ ル 資 産

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

7,328,082

3,936,987

1,703,927

1,468,850

133,480

88,378

△3,543

4,331,426

3,510,444

577,597

6,424

12,640

302,741

1,808,462

802,577

47,439

773,542

644,631

10,276

128,128

△9,494
　

流 動 負 債 2,801,842

買 掛 金 304,068

短 期 借 入 金 1,641,000

１年内返済予定の長期借入金 94,232

リ ー ス 債 務 321,705

未 払 法 人 税 等 73,844

賞 与 引 当 金 105,023

そ の 他 261,967

固 定 負 債 1,571,872

長 期 借 入 金 628,568

リ ー ス 債 務 493,499

長 期 未 払 金 65,600

繰 延 税 金 負 債 8,468

再評価に係る繰延税金負債 97,804

退職給付に係る負債 276,132

そ の 他 1,800

負 債 合 計 4,373,714

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 8,082,255

資 本 金 886,000

資 本 剰 余 金 968,090

利 益 剰 余 金 6,615,301

自 己 株 式 △387,136

その他の包括利益累計額 △796,461

その他有価証券評価差額金 398,641

土 地 再 評 価 差 額 金 △1,216,251

退職給付に係る調整累計額 21,147

純 資 産 合 計 7,285,793

資 産 合 計 11,659,508 負債・純資産合計 11,659,508

連 結 貸 借 対 照 表

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結損益計算書

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,111,048

売 上 原 価 5,599,520

売 上 総 利 益 4,511,527

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,266,238

営 業 利 益 245,289

営 業 外 収 益 71,282

受 取 利 息 及 び 配 当 金 26,627

受 取 賃 貸 料 26,847

受 取 手 数 料 332

鉄 屑 売 却 益 7,120

そ の 他 10,354

営 業 外 費 用 52,268

支 払 利 息 44,780

そ の 他 7,488

経 常 利 益 264,303

特 別 利 益 227

固 定 資 産 売 却 益 227

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 264,530

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 107,251

法 人 税 等 調 整 額 13,774

当 期 純 利 益 143,504

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 143,504

連 結 損 益 計 算 書

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結株主資本等変動計算書

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

株　　主　　資　　本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 886,000 968,090 6,622,701 △355,424 8,121,367

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △150,904 △150,904

親会社株主に帰属

する当期純利益
143,504 143,504

自己株式の取得 △31,712 △31,712

株主資本以外の項

目の当期変動額

(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － △7,400 △31,712 △39,112

当 期 末 残 高 886,000 968,090 6,615,301 △387,136 8,082,255

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証

券評価差額金

土地再評価

差 額 金

退 職 給 付

に係る調整

累 計 額

そ の 他 の

包 括 利 益

累計額合計

当 期 首 残 高 301,154 △1,216,251 18,803 △896,293 7,225,074

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △150,904

親会社株主に帰属

する当期純利益
143,504

自己株式の取得 △31,712

株主資本以外の項

目の当期変動額

(純額)

97,487 － 2,344 99,831 99,831

当 期 変 動 額 合 計 97,487 － 2,344 99,831 60,719

当 期 末 残 高 398,641 △1,216,251 21,147 △796,461 7,285,793

（単位：千円）

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

・市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

連結注記表

１.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 １社

・連結子会社の名称 株式会社東阪神

②　非連結子会社の状況

該当する会社はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

該当する会社はありません。

②　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

該当する会社はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

ロ．棚卸資産

商品及び製品・原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）で評価してお

ります。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産 定率法によっております。

(リース資産を除く) ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備

を除く）並びに、2016年４月１日以降に取得した建物附

属設備及び構築物は定額法によっております。

ロ．無形固定資産 定額法によっております。

(リース資産を除く) ただし、ソフトウェア（自社利用）については、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。

ハ．リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。
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連結注記表

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対する賞与支給に備えるため、将来の支給見込

額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見

込額に基づき計上しております。

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

させる方法については、期間定額基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５年)による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。

⑤　重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは、標識・標示板、安全機材、保安警告サイン、安全防災用品及びその他

工事用品等の工事用保安用品を販売、レンタルをしております。

商品の販売につきましては、約束した財の引渡時点において顧客が当該財に対する支配

を獲得し、履行義務が充足されますが、国内の販売については「収益認識に関する会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日)第98項に定める代替的な

取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支

配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識し

ております。

レンタルにつきましてはリース取引に関する会計基準に基づいており、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じて会計処理を行っております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採

用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段）

金利スワップ

(ヘッジ対象）

借入金の利息

ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ

対象の識別は個別契約ごとに行っております。

ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しており

ます。
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連結注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,211,817千円

建物 258,110千円

土地 664,666千円

短期借入金 1,306,000千円

長期借入金

（1年内返済予定額を含む）

722,800千円

③　再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 2,000,000株 －株 －株 2,000,000株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 224,648株 19,220株 －株 243,868株

２．表示方法の変更に関する注記

当連結会計年度より、子会社において新システム導入に伴い、棚卸資産の区分の見直しを行

っております。これにより、「商品及び製品」、「原材料」の表示区分を変更しております。

３．連結貸借対照表に関する注記

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(2) 担保に供している資産

担保付債務

(3)「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土

地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

①　再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第69条）第16条に

規定する地価税の課税価額の基礎となる土地の価額を算定するために

国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整

を行って算定しております。

②　再評価実施日 2002年３月31日

当連結会計年度末において、再評価を行った土地の時価が再評価後の

帳簿価額を上回っているため、差額を記載しておりません。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 自己株式の数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加19,220株は、取締役会決議による自己株式の取得によ

る増加19,200株及び単元未満株式の買取による増加20株であります。
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連結注記表

決　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額  基準日 効力発生日

2025年6月27日
定時株主総会

普通株式 150,904千円 85円 2025年3月31日 2025年6月30日

決　議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2026年6月26日
定時株主総会

普通株式 105,367千円 利益剰余金 60円 2026年3月31日 2026年6月29日

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

次のとおり、決議を予定しております。

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については預金及び有価証券等の安全性の高い金融商品に限

定しており、売買益を目的にするような投機的な取引は行わない方針であります。複合金

融商品についても、リスクの高い投機的な取引は行わない方針であります。

また、資金調達については、設備計画や予算計画を勘案し必要な資金を銀行借入及びリ

ース契約により調達し、借入金に係る金利変動リスクを軽減する目的に、金利スワップ取

引を行っております。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクについて、与信限度額の設定、回収条件の不履行のモニタリングなどの与信管理を行

っております。

投資有価証券については、その他有価証券であり市場価格の変動リスクに晒されており

ますが、当該リスクに関しては定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、適正な対応を

するようにしております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。

借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資や在庫資金と

しての資金調達であります。このうち一部の借入金については、金利変動リスクに晒され

ておりますが、長期借入金のほとんどが固定金利であり、また、デリバティブ取引（金利

スワップ取引）を利用してヘッジしているため、変動リスクは軽微であります。

デリバティブ取引は、金利スワップを利用しております。

金利スワップ取引は、市場金利の変動から生じる市場リスクを有しておりますが、信用

度の高い銀行であるため、信用リスクはほとんどないと認識しております。
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連結注記表

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円) 差額（千円)

(1) 投資有価証券 644,631 644,631 －

資産計 644,631 644,631 －

(1）リース債務（流動負債） 321,705 328,827 7,121

(2) 長期借入金（１年内返済予

定を含む）
722,800 718,640 △4,159

(3) リース債務（固定負債） 493,499 474,759 △18,740

負債計 1,538,005 1,522,228 △15,777

デリバティブ取引 － － －

これらのリスク管理として、経理部において取引の実行、取引の内容確認、リスク管理

がなされており、担当役員まで報告されております。

また、一定額以上の取引については取締役会に報告されております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該金額が変動することもあります。また、デリバティブ取引に関

する契約金額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すも

のではありません。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

（注）「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「買掛金」、「短期借入金」については、
現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額と近似することから、注記を
省略しております。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。
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連結注記表

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 644,631 － － 644,631

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

リース債務（流動負債） - 328,827 － 328,827

長期借入金（１年内返済予定を含

む)
- 718,640 － 718,640

リース債務（固定負債） - 474,759 － 474,759

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい

るため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体とし

て処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております

（下記「長期借入金」参照）。

長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。なお、変

動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（上記「デリバテ

ィブ取引」参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を用いて算

定しております。

リース債務（流動負債、固定負債）

これらの時価は、元利金の合計額を、同様のリース取引を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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連結注記表

当連結会計年度

(自2025年４月１日　至2026年３月31日)

顧客との契約から生じた収益

(品目別)

標識・標示板 1,377,658

安全機材 578,768

保安警告サイン 643,259

安全防災用品 832,457

その他 1,073,255

小　計 4,505,400

その他の源泉から生じた収益 5,605,648

合　計 10,111,048

(1) １株当たり純資産額 4,148円77銭

(2) １株当たり当期純利益 80円97銭

６. 収益認識に関する注記

(1) 収益の分解情報

(単位：千円)

（注）その他の源泉から生じた収益は、リース取引に関する会計基準に基づくレンタル売上であ

ります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「１.連結計算書類作成のための基本となる重要

な事項 (4)会計方針に関する事項 ⑤重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ

ります。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素が

含まれておりません。

(3) 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報

当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える取引がないため、実務上の

便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記

８．重要な後発事項に関する注記

該当事項はありません。

９．その他の注記

該当事項はありません。
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貸借対照表

（2026年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

レ ン タ ル 資 産

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

会 員 権

保 険 積 立 金

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

6,745,164

3,908,703

394,446

1,308,775

1,065,838

68,123

2,820

△3,543

4,310,053

3,503,418

502,628

74,345

296

358

12,008

302,741

1,808,462

802,577

47,258

7,938

39,319

759,376

644,631

11,300

3,750

10,882

87,745

1,046

9,514

△9,494
　

流 動 負 債 2,484,937

買 掛 金 333,243

短 期 借 入 金 1,400,232

リ ー ス 債 務 321,705

未 払 金 8,181

未 払 費 用 171,553

未 払 法 人 税 等 73,844

賞 与 引 当 金 100,243

そ の 他 75,932

固 定 負 債 1,594,067

長 期 借 入 金 628,568

リ ー ス 債 務 493,499

長 期 未 払 金 65,600

再評価に係る繰延税金負債 97,804

退 職 給 付 引 当 金 306,795

そ の 他 1,800

負 債 合 計 4,079,004

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 7,793,822

資 本 金 886,000

資 本 剰 余 金 968,090

資 本 準 備 金 968,090

利 益 剰 余 金 6,326,869

利 益 準 備 金 56,023

そ の 他 利 益 剰 余 金 6,270,845

別 途 積 立 金 6,117,000

繰 越 利 益 剰 余 金 153,845

自 己 株 式 △387,136

評価・換算差額等 △817,609

その他有価証券評価差額金 398,641

土地再評価差額金 △1,216,251

純 資 産 合 計 6,976,212

資 産 合 計 11,055,217 負債・純資産合計 11,055,217

貸　借　対　照　表

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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損益計算書

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,103,039

売 上 原 価 5,668,262

売 上 総 利 益 4,434,776

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,200,613

営 業 利 益 234,163

営 業 外 収 益 88,147

受 取 利 息 及 び 配 当 金 26,425

受 取 賃 貸 料 32,847

受 取 手 数 料 12,332

鉄 屑 売 却 益 6,238

そ の 他 10,303

営 業 外 費 用 54,759

支 払 利 息 40,607

賃 貸 費 用 8,447

そ の 他 5,705

経 常 利 益 267,551

特 別 利 益 227

固 定 資 産 売 却 益 227

税 引 前 当 期 純 利 益 267,778

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 106,876

法 人 税 等 調 整 額 7,822

当 期 純 利 益 153,079

損　益　計　算　書

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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株主資本等変動計算書

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

株　　主　　資　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合 計資本準備金
資本剰余金

合 計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合 計別途積立金
繰越利益

剰 余 金

当 期 首 残 高 886,000 968,090 968,090 56,023 6,082,000 186,670 6,324,694 △355,424 7,823,360

当 期 変 動 額

別途積立金の積立 35,000 △35,000 － －

剰 余 金 の 配 当 △150,904 △150,904 △150,904

当 期 純 利 益 153,079 153,079 153,079

自 己 株 式 の 取 得 △31,712 △31,712

株 主 資 本 以 外 の

項目の当期変動額

(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 35,000 △32,825 2,174 △31,712 △29,537

当 期 末 残 高 886,000 968,090 968,090 56,023 6,117,000 153,845 6,326,869 △387,136 7,793,822

評価・換算差額等

純資産合計そ の 他

有 価 証 券

評 価 差 額 金

土 地 再 評 価

差 額 金

評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 301,154 △1,216,251 △915,096 6,908,263

当 期 変 動 額

別途積立金の積立 －

剰 余 金 の 配 当 △150,904

当 期 純 利 益 153,079

自 己 株 式 の 取 得 △31,712

株 主 資 本 以 外 の

項目の当期変動額

(純額)

97,487 － 97,487 97,487

当 期 変 動 額 合 計 97,487 － 97,487 67,949

当 期 末 残 高 398,641 △1,216,251 △817,609 6,976,212

（単位：千円）

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。)

株主資本等変動計算書
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個別注記表

市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

・子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

・その他有価証券

②　棚卸資産

商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）で評価し

ております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法によっております。

(リース資産を除く) ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設

備を除く）並びに、2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については定額法によっており

ます。

②　無形固定資産 定額法によっております。

(リース資産を除く) ただし、ソフトウェア（自社利用）については、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

③　リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員に対する賞与支給に備えるため、将来の支給見

込額のうち当期の負担額を計上しております。
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個別注記表

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により、それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社は、標識・標示板、安全機材、保安警告サイン、安全防災用品及びその他工事用品等

の工事用保安用品を販売、レンタルをしております。

商品の販売につきましては、約束した財の引渡時点において顧客が当該財に対する支配を

獲得し、履行義務が充足されますが、国内の販売については「収益認識に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日)第98項に定める代替的な取扱い

を適用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客

に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しておりま

す。

レンタルにつきましてはリース取引に関する会計基準に基づいており、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて会計処理を行っております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採

用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段）

金利スワップ

(ヘッジ対象）

借入金の利息

ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ

対象の識別は個別契約ごとに行っております。
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個別注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,148,001千円

建物 258,110千円

土地 664,666千円

短期借入金 1,306,000千円

長期借入金

（１年内返済予定額を含む）
722,800千円

③　再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

関係会社に対する短期金銭債権 240千円

関係会社に対する短期金銭債務 56,267千円

売上高 30千円

仕入高 995,018千円

営業取引以外の取引高 44,019千円

ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しており

ます。

２．貸借対照表に関する注記事項

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(2) 担保に供している資産

担保付債務

(3)「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土

地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

①　再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第69条）第16条に

規定する地価税の課税価額の基礎となる土地の価額を算定するために

国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整

を行って算定しております。

②　再評価実施日　2002年３月31日

当事業年度末において、再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿

価額を上回っているため、差額を記載しておりません。

(4) 関係会社に対する金銭債権債務

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
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個別注記表

自己株式の数 243,868株

未払事業税 7,188千円

賞与引当金分社会保険料 4,564千円

賞与引当金 31,596千円

棚卸資産評価損 26,630千円

貸倒引当金 2,992千円

退職給付引当金 96,701千円

長期未払金 20,677千円

投資有価証券評価損 23,187千円

会員権評価損 7,710千円

資産除去債務 13,040千円

減損損失 8,189千円

その他 2,338千円

繰延税金資産小計 244,819千円

評価性引当額 △94,144千円

繰延税金資産合計 150,674千円

その他有価証券評価差額金 149,627千円

繰延税金負債合計 149,627千円

繰延税金資産の純額 1,046千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債
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個別注記表

種類

氏名又は

会社等の

名称

所在地

資本金

又は出

資金

(千円)

事業の

内容又

は職業

議決権等

の所有(被

所有)割合

（％）

関連当事者との関係
取引の

内容

取引金額

（千円）
科目

期末金額

（千円）

子会社 ㈱東阪神
東 京 都

文京区
10,000

土木工事

用保安品

の卸販売

(所有)

 直接

 100％

商品の供給等

役員の兼任

商品仕入

取引
995,018 買掛金 56,267

受取

手数料
12,000 未払費用 －

賃貸料 6,000
前受収

益
550

賃借料 24,345 － －

(1) １株当たり純資産額 3,972円49銭

(2) １株当たり当期純利益 86円37銭

６．関連当事者との取引に関する注記

子会社等

（注）取引条件ないし取引条件の決定方針については、市場実勢を勘案して、価格交渉の上決定

しております。

７．１株当たり情報に関する注記

８．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、連結注記表「６．

収益認識に関する注記」に同一内容を記載しているため、注記を省略しております。

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

10．その他の注記

該当事項はありません。

－ 34 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 藤 嵜 研 多

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 石 田 雄 樹

独立監査人の監査報告書
2026年５月22日

セフテック株式会社
取　締　役　会　御中

東 邦 監 査 法 人
東京都千代田区

　
監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、セフテック株式会社の2025年

４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査
を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、セフテック株式会社及び連結子会社からなる企業集団
の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適
正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査にお
ける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関
する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に
従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理
上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その

他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、そ
の他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれ

ておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通

読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で
得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ
る。

連結計算書類に係る会計監査報告

－ 35 －
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判
断した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書

類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の

職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
  監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に
不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監
査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連
結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性
があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査

の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を
実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚
偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は
監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行
われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる
ような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連
結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計
算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表
明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査
証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき
なくなる可能性がある。

－ 36 －
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・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連
結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事
象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に
関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実
施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任
がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監

査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び
監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫

理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考
えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因
を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規

定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 藤 嵜 研 多

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 石 田 雄 樹

独立監査人の監査報告書
2026年５月22日

セフテック株式会社
取　締　役　会　御中

東 邦 監 査 法 人
東京都千代田区

　
監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、セフテック株式会社の

2025年４月１日から2026年３月31日までの第69期事業年度の計算書類、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書

（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査におけ

る監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従

って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その

他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、そ

の他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれて

おらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読

の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た

知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違

以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判

断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を

作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に

は当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の

職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
  監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不
正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査
報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書
類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性がある
と判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査

の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を

実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚

偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は

監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入

手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの

ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続

を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行

われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどう

か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計

算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類

等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に

基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな

る可能性がある。

－ 39 －
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・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算

書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適

正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監

査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び

監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫

理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考

えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因

を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容

について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第69期事業年度

における取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基

づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意

思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以

下の方法で監査を実施いたしました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決

裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況

を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監

査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業

の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る

企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規

則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議

の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）

について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定

期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし

た。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人

から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応

じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人東邦監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人東邦監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

常勤監査役 山 下 俊 弘 ㊞

社外監査役 藤 井 　 基 ㊞

社外監査役 筒 井 英 之 ㊞

2026年５月25日

セフテック株式会社　監査役会

　
以　上
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剰余金処分議案

別途積立金 45,000,000円

繰越利益剰余金 45,000,000円

株主総会参考書類

議　　案　剰余金処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

当社は、株主尊重を第一義と考え、今後の業績の伸展状況、配当性向を考

慮しつつ、安定的な配当の維持及び適正な利益還元を行っていくことを基本

方針としております。

当期の期末配当金につきましては、厳しい経営環境及び当期の業績等を勘

案し、１株につき60円とさせていただきたいと存じます。

(1)　配当財産の種類

金銭といたします。

(2)　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金60円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は105,367,920円となります。

(3)　剰余金の配当が効力を生じる日

2026年６月29日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

内部留保につきましては、将来の事業展開に備え経営基盤の強化を図るた

め、次のとおりといたしたいと存じます。

(1)　増加する剰余金の項目とその額

(2)　減少する剰余金の項目とその額

以　上

－ 43 －



2026/05/28 18:07:43 / 25299605_セフテック株式会社_招集通知_電子提供措置用

地図

株主総会会場ご案内図

東京都文京区湯島一丁目７番５号

東京ガーデンパレス３階「平安」

電話　03（3813）6211

御茶ノ水交番

東京ガーデンパレス

順天堂大学医学部
附属順天堂医院

本
郷
通
り

東京科学大学病院

史跡 湯島聖堂

神田川

聖
橋

東京メトロ丸ノ内線
御茶ノ水駅

東京メトロ千代田線
新御茶ノ水駅

ＪＲ御茶ノ水駅

最寄駅

東京メトロ　丸ノ内線御茶ノ水駅より徒歩５分

東京メトロ　千代田線新御茶ノ水駅より徒歩５分

Ｊ　　　Ｒ　中央線・総武線御茶ノ水駅より徒歩５分


